
令和５年度
省エネ再エネ設備導入補助金制度

（公財）滋賀県産業支援プラザ

連携推進部 CO2ネットゼロ支援室
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補助金の額



1.省エネ設備
照明設備や空調設備等、設備の更新・導入に対して金額補助します

補助率：1/3以内（上限１００万円） ＊1GJあたり１万円が限度

2.再エネ設備
発電設備等、設備の導入に対して補助します

補助率：1/3以内（上限額 対象設備により10万円～200万円）

※指定避難所となる事業所は補助率等を優遇します
補助率：1/2以内（上限額 対象設備により75万円～300万円）

＊「指定避難所」とは、耐震性を有し、かつ、災害時において
地域の避難所として（文書）で指定された施設を指します



設備別補助限度額



補助対象設備
補助限度額

中小企業者等（1/3以内） 指定避難所（1/2以内）

省
エ
ネ

設
備

省エネ診断において助言、提案を受けた省エネ対
策につながる設備の整備

100万円
ただし、エネルギー削減量１ＧＪ当たり１万円を超
えない範囲とする。

再
エ
ネ
設
備
等

発
電
設
備

太陽光発電
発電出力1KWあたり４万円を乗じて得た額

（上限50万円）

太陽光発電＋蓄電池
発電出力１kWあたり７万円を乗じて得た額

（上限100万円）
発電出力１kWあたり10万円を乗じて得

た額 （上限150万円）

風力発電 100万円 150万円

小水力発電
200万円 300万円

バイオマス発電

熱
利
用
設
備

太陽熱利用 200万円 300万円

バイオマス熱利用 200万円 300万円

地中熱利用 200万円 300万円

下水熱利用 200万円 300万円

その他熱利用 100万円 150万円

燃
料

製
造

設
備

バイオマス
燃料製造

100万円 150万円

エ
ネ
ル
ギ
ー

利
用
設
備

ガスコージェネレーション 200万円 300万円

燃料電池 200万円 300万円

蓄電池
蓄電容量１kWhあたり５万円を乗じて得た額

（上限50万円）

蓄電容量１kWhあたり７万円を乗じて得
た額 （上限75万円）

次世代自動車＋Ｖ２Ｈ 100万円

V2H単体 10万円



対象事業者



補助対象事業者

1.中小企業者等であり、県内に事業所等を有する
＊みなし大企業は対象外 ＊詳細は手引き参照

2.県税に滞納がない及び事業活動において関係法令等に基づく許認可等の必要な
手続きを完了している

3.事業者又は役員等が暴力団と社会的に非難される関わりを持っていない

4.事業者行動計画の任意提出者
＊エネルギー使用量（原油換算）が1500KL未満等の事業者

＊再エネ設備のみ導入する場合はこの限りではない

5.過去に滋賀県から省エネ設備等に関する補助金交付を受けていない
（＊再エネ設備のみの導入は対象とするが、設備の更新は対象外）



補助対象事業



補助対象事業

1.設備の導入に要した経費の内、本工事費・付帯工事費・設備費とし、消費税
及び地方消費税、処分費・設計費等は対象外とする

2.エネルギー管理士等、有資格者による省エネ診断において助言、提案を受けた
省エネ対策につながる設備
＊再エネ設備については、新規開業等省エネ診断が出来ない場合を認め、助言・提案以外の設備

も対象とする

3.以下の設備は対象外とする
①生産設備及び事務用機器
②国及び関連団体から補助金交付の見込みである設備
③資産対象にならない、可動式の設備等（詳細はQ＆A参照）

4.交付申請時点において事業未着手（発注未）である

5.補助対象設備毎に、補助対象経費の総額が60万円以上である



補助要件のポイント



省エネ設備 再エネ設備

省エネ設備は、次の何れかを満たすこと
①対象事業所全体の過去１年間のエネル
ギー使用量に比べて5％以上の削減が見込
まれること
②対象事業所全体で100GJ以上のエネル
ギー使用量の削減が見込まれること

太陽光発電設備等、補助金の交付を
受けた発電設備で、発電した電力は
年間3600KWｈ以上且、50％以上の
電力を自家消費する
＊根拠資料添付（施工業者等作成）
①年間想定発電電力量
②自家消費電力量

＜共通＞
①補助対象設備の発注（契約）の事業者及び施工を行う事業者は、県内の本社又
は支店等の事業所を有する事業者であること。

②当年度内に補助金の交付を受ける事が出来る設備は、1事業者あたり補助対象
設備の何れか一つとする。但し、以下設備の組み合わせはこの限りではない。



設備 補助限度額

省エネ設備 ／ 太陽光発電＋蓄電池 100万＋100万＝200万

省エネ設備 ／ 太陽光発電 100万+50万＝150万

太陽光発電+蓄電池 ／ V2H 100万+10万＝110万

太陽光発電 ／ V2H 50万+10万＝60万

複数設備導入の組合せと補助限度額



その他の変更、注意ポイント

・設備本体及び工事費用の見積書については、２者（社）以上とする

・支出証明書類の写しについては原則、振込証明書とする
＊現金払い（領収書）は不可とし、手数料は発注者負担とする

・納税証明書については、滋賀県知事承認のみを対象

・案件採択後、本体仕様及び工事内容変更に伴う補助額上乗せは不可

・実績報告書（事業報告書）における決算額は、消費税込みの額で記載

・LED照明への更新では、電球のみ及び電気工事を伴わないシーリングライト
への交換は補助対象外とする



採択の判断基準

原則として、費用対効果の高い事業や再エネ設備を優先
的に採択します。また、債務超過で経営の改善が見込ま
れない等、事業計画の遂行に支障が認められる場合は、
不採択となる場合があります。

＊不採択の場合、再申請は可能です。その際、同一の事業計画
でも問題ありませんが、優先となる再エネ設備やより費用対
効果の高い事業計画へ変更されても問題ありません。



活動内容 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

セミナー＆
説明会

省エネ診断

省エネ再エネ
補助金

【令和５年度省エネ再エネ等推進加速化事業大日程】

5/10～HP公募開始・診断開始

▼

▼
5/10～

補助金公募開始

▼

5/9

実績報告～確定審査

現地確認
完了

事業説明会

～6/30
第１回締切

採択決定通知

交付申請・決定通知

▼

～7/31
第２回締切

採択決定通知

交付申請・決定通知

▼

2/29▼

～9/30
第４回締切

採択決定通知

交付申請・決定通知

▼

～10/31
第５回締切

採択決定通知

交付申請・決定通知

▼

～8/31
第３回締切

採択決定通知

交付申請・決定通知

▼

地区別説明会（週末）

実績報告
書類提出

1/31▼

▼ ▼ ▼ ▼▼



お問い合わせ方法について

＊なお、お問い合わせ後3営業日を超えて産業支援プラザ
より回答が無かった場合は、お手数ですが以下連絡先へ
電話にてお問合せ下さい

Q＆A : 原則、電子メールでのお問い合わせ並びに回答
とさせて頂きます

アドレス： co2@shigaplaza.or.jp

☎ 077－511－1424 CO2ネットゼロ支援室
竹本又は西澤



以下参考



【参考】「中小企業者等」（中小企業経営強化法第２条第２項に規定する中小企業者等ほか） 

区 分 資本金の額等 常時使用する従業員 

製造業、建設業、運輸業その他の業種  ３億円以下 ３００人以下 

卸売業  １億円以下 １００人以下 

サービス業 ５千万円以下 １００人以下 

小売業 ５千万円以下 ５０人以下 

ゴム製品製造業  ３億円以下 ９００人以下 

ソフトウェア業または情報処理サービス業  ３億円以下 ３００人以下 

旅館業 ５千万円以下 ２００人以下 

組合等、社会福祉法人、特定非営利活動法人、 

医業、その他法人格を有する民間事業者 
１０億円以下 ２，０００人以下 

※ただし、以下の中小企業者等（みなし大企業）は対象から除きます。 

(1) 発行済株式の総数または出資価額の総額の１／２以上を同一の大企業が所有している中小企業者 

(2) 発行済株式の総数または出資価額の総額の２／３以上を大企業が所有している中小企業者 

(3) 大企業の役員または職員を兼務する者が役員総数の１／２以上を占めている中小企業者 

＊資本金の額又は従業員数



事業計画変更承認申請事由

1.補助対象経費の総額の20％以上の変更

2.事業の実施場所の変更

3.補助対象設備の主要構造または主要機能の大幅な変更

4.その他計画内容の大幅な変更

上記に掲げる変更内容の何れにも該当しない軽微な変更はこの限りでない



決定の取り消し事由

1.要綱（手引き）及び規則に違反した事により、支援プラザの指示を受け、
この指示に従わないとき

2.補助事業の内容が、要綱の規定を満たさない事実が明らかになったとき
＊削減効果の要件等

3.補助事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為があったとき

4.交付決定後に生じた事情の変更により、補助事業の全部又は一部を継続する
必要がなくなったとき



主な申請書と添付資料

添付書類
1事業計画書
2事業説明資料
3事業者行動計画書
（県の環境事務所への提出前可）

4省エネ診断結果（写し）
5財務諸表
6会社案内
7.登記事項証明書
又は住民票
8.県税の納税証明書
9.提出前チェックシート

添付書類
1.提出前チェックシート
＊採択申請時と変更のない
場合は、左記添付書類は省
略可
＊事業者行動計画書は県の環境
事務所へ提出済であること

＊びわ湖環境クレジット入会届
（照明機器更新のみ）

添付書類
1.事業報告書
2.工事証明書
3.支出証拠書類の写し
4.事業実施の状況が判る写
真
5.事業報告書に定める書類
6.提出前チェックシート

採択申請書 交付申請書 事業実績報告書
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